
県立学校における新型コロナウイルス感染症対策の対応について

（５月１１日以降の対応について）
令和２年５月４日

宮崎県教育委員会

政府の緊急事態宣言の延長を受けて、宮崎県教育委員会としては、以下のとおり対応する。

１ 対応について

全ての県立学校の臨時休業を５月２４日（日）まで延長する。

、 、 （ ）なお 登校日の設定及び登校日における学習活動は可能とし ２５日 月

の完全再開に向けて、段階的に取組を進める。

（１）登校日の設定について

○ 校長の判断で５月１１日（月）より、登校日の設定及び登校日における学習活動を

実施することができる。

○ 進路等の影響を考慮し、最終学年の児童生徒等の学習活動については、優先的に実

。 、 、 。施することができる また その場合は 他の学年についても計画的に実施すること

○ 特別支援学校については、児童生徒等の障がいの種類や程度等を踏まえた検討を行

った上で、登校日の実施については判断すること。

○ 設定する場合には 「国から示された３つの条件」が同時に重なることを回避する、

ために、児童生徒等の時差登校や分散登校を計画し実施すること。

分散（学年別）登校の例

３年生：月水金に登校日を実施 ２年生：火木の午前に登校日を実施

１年生：火木の午後に登校日を実施

※３つの条件（①換気の悪い密閉空間、②多くの人が密集する空間、③近距離での会話等）

（２）登校日の学習活動について

○ 指導要録上の「授業日数」には含まれないものとして取り扱うこと。

○ 学習評価には反映することができる。

○ 一定の要件を満たす場合には、学校の再開後等に再度授業において取り扱う必要は

ない。

※ 「新型コロナウイルス感染症対策のための臨時休業等に伴い学校に登校できない児童生徒

の学習指導について」(令和２年４月１０日付け文部科学省初等中等教育局長通知)

（３）部活動について

○ 部活動は５月１１日（月）から５月２４日（日）の間も中止とすること。

（４）その他

○ 学校長の判断で、必要に応じて、学校図書の貸出日及び運動場の開放日を設定する

ことができる。

その他　①



２ 教職員の勤務について

○ 校長は、職員室等での「国から示された３つの条件」が同時に重なることを回避するた

めに、教職員の時差出勤や在宅勤務等について、業務に支障のない範囲で認め、計画する

こと。

３ 児童・生徒及び保護者への対応

、 （ ） 。○ 県立学校には 保護者等からの相談に応じる 休日・祝日を除く 窓口を設置すること

○ 今回の措置について、児童生徒等及び保護者へは学校からホームページやメール等で周

知すること。

４ 学校再開後の教育課程等について

○ 臨時休業に伴い、学校再開後には、学習の遅れを補充するための授業日の変更等の措置

を講じることが予想される。校長は、対応策（案）について、５月２２日（金）までに高

、 。 。校教育課 特別支援学校は特別支援教育課に提出すること 詳細については別途通知する

（例）学校行事等の削減、長期休業期間の短縮、土曜日の授業実施等

５ その他

○ 登校日の実施にあたっては、文部科学省初等中等教育局長通知（別添写し）の「 ２）（

各教科等の指導における感染症対策について」等を参照し、感染拡大防止に努めること。

○ 対応方針は、今後の国の動向や感染の状況等を見ながら総合的に判断し、適宜見直すこ

ととし、５月２５日（月）以降の対応等を含め、５月２１日（木）までに連絡を行う。



県立学校における新型コロナウイルス感染症対策の対応について

令和２年５月１４日

宮崎県教育委員会

政府の緊急事態宣言の対象地域解除を受けて、これまでの対応から次のとおり変更する。

１ 対応について

５月２５日（月）の学校再開に向けた、段階的な取組をさらに進める。

そのために、各学校において「宮崎県立学校における新しい生活様式」の

実践に取り組むとともに、実践が可能な学校においては、５月２０日（水）

より全学年を対象とした連日の登校日の設定、部活動の一部再開を認める。

※宮崎県立学校における新しい生活様式（以下「生活様式」という）

５月２５日（月）からの学校再開に向けて、国が示した「新しい生活様式」を参考に、今後、

児童生徒等が生活の中で取り入れていく取組を示したもの（別紙①参照）

（１）全学年を対象とした連日の登校日の設定について（別紙①参照）

○ 「生活様式」の実践が可能と校長が判断した場合は、２０日（水）から全学年を対

象とした連日の登校日の設定を認める。

○ 「生活様式」については、２５日からの学校再開時の感染拡大防止策として、各学

校において可能な限り実践することとなるので、全学年を対象とした連日の登校日の

設定の有無にかかわらず、必ず臨時休業期間中に、保護者及び児童生徒等に対して

周知・指導を行うこと。

○ 特別支援学校については、引き続き、児童生徒等の障がいの種類や程度等を踏まえ

た検討を行った上で、登校日の実施については判断すること。

（２）部活動について（別紙②③参照）

○ 感染拡大防止策を取った上で、登校日を設定している日に限り、活動を認めること

とする。

○ 分散登校を行う際は、登校した者のみの活動とすること。

○ 原則として学校単位で行うこと。

２ その他
○ 今回の対応について、児童生徒等及び保護者へは学校からホームページやメール等で周

知すること。

○ 登校日の実施にあたっては、文部科学省初等中等教育局長通知（別添写し）の「（２）

各教科等の指導における感染症対策について」等を参照し、感染拡大防止に努めること。

○ 対応方針は、今後の国の動向や感染の状況等を見ながら総合的に判断し、適宜見直すこ

ととし、５月２５日（月）以降の対応等を含め、５月２１日（木）までに連絡を行う。



（別紙①） 

宮崎県立学校における新しい生活様式 

 

 ５月２５日からの学校再開に向けて、国が示した「新しい生活様式」を参考に「宮崎県立学校

における新しい生活様式」を作成しました。 

各学校においては、感染拡大防止策として、実践が徹底できるよう準備等をお願いします。 

 

１ 登下校等の対策 

（１）家庭と連携した検温及び健康観察シート等を活用した健康管理を行う。 

登校前に確認できなかった児童生徒等は、登校後に必ず保健室で検温を行う。 

（２）登下校では、症状がなくてもマスクを着用する。 

授業における手作りマスクの製作など入手が困難な児童生徒等への対応を図る。 

（３）登下校直後の手洗いを行う。 

    登校後、帰宅後は３０秒程度かけて水と石けんで手を洗うよう指導する。 

 

２ 授業等の対策 

（１）校内では、症状がなくてもマスクを着用する。 

     授業における手作りマスクの製作など入手が困難な児童生徒等への対応を図る。 

（２）教室の換気をこまめに行う。 

休み時間以外に、授業中も定期的に行う。    

（３）毎時間の授業開始時に健康観察を行う。 

   教科担任が児童生徒等の健康観察を行い、授業を開始する。  

（４）活動時における児童生徒等の身体的距離の確保を行う。 

教室内の座席や集会等の整列時など可能な限り間隔を空ける。   

（５）児童生徒等が対面とならないような形で活動を行う。 

    授業や昼食時には対面となるような活動等を避ける。 

   

３ 放課後・部活動等の対策 

（１）部活動を除く、放課後の不要不急の活動等については極力控える。 

       実施する場合は、授業等の対策と同様に感染拡大防止策を徹底し、長時間の活動は 

行わない。 

（２）部活動の開始前には、健康観察を行う。 

部顧問が児童生徒等の健康観察を行い、部活動を開始する。 



（別紙②） 

 

運動部活動再開の留意事項について  

【令和２年５月２０日（水）から２４日（日）までの登校日】 

 

 部活動を再開するにあたり、部活動における新型コロナウイルス感染を予防するため、以

下の内容を、全部活動顧問で共通理解したうえで適切に対応くださるようお願いします。 

 

 ア ３つの条件が重ならないよう実施内容の方法を工夫すること。 

 ・ 一度に大人数が集まって密集するような活動とならないよう配慮すること。 

 ・ 屋内での活動については、こまめな換気に努めること。 

 ・ 近距離での会話や大声での発声をできるだけ控えること。 

 イ 身体接触を伴う活動は行わないこと。 

 ウ 活動場所は、校内とすること。ただし、通常の活動場所として学校が管理している施

設については可とする。 

 エ 合宿、他校との交流（合同練習や対外試合等）は行わないこと。 

 オ 感染症防止対策が十分にとれない場合は、部活動の実施を見合わせること。 

※ イ及びエについては、段階的な対応を今後通知する。 

 

 【具体的な留意事項】 

１ 練習前の健康状態（検温、発熱等の風邪症状の有無等）を確認し、生徒に発熱等の風邪

症状が見られるときは、部活動の参加を見合わせ、自宅で休養するよう指導すること。 

２ 一斉臨時休業において、運動不足となっている生徒もいると考えられるため、十分な準

備運動を行うとともに、身体に過度な負担のかかる運動を避けるなど、生徒の怪我防止に

は十分に留意すること。 

３ 1 回の活動時間は更衣、準備、片付け等を含めて 2 時間以内とすること。 

４ 部室等の利用にあたっては、短時間での利用としたり一斉に利用しないなどに留意する

ように指導すること。 

５ 活動中は細めに生徒に手洗いや咳エチケットなどの基本的な感染症対策を徹底させるこ

と。 

６ 部活動で使用する用具や物品の共用を出来るだけ避けること。共用を避けるのが難しい

ものについては、使用後手洗いをするように指導するとともに使用した用具や物品につい

ては消毒を行うこと。 

７ 補食や水分補給の際には、他人との距離に配慮するとともに、タオル、コップ等の共用

を避けること。 

８ 生徒の健康・安全の確保のため、生徒だけに任せるのではなく、教師等が部活動の実施

状況を把握すること。 



（別紙③） 

 

文化部活動再開の留意事項について  

【令和２年５月２０日（水）から２４日（日）までの登校日】 

 

 部活動を再開するにあたり、部活動における新型コロナウイルス感染を予防するため、以

下の内容を、全部活動顧問で共通理解したうえで適切に対応くださるようお願いします。 

 

 ア ３つの条件が重ならないよう実施内容の方法を工夫すること。 

 ・ 一度に大人数が集まって密集するような活動とならないよう配慮すること。 

 ・ 屋内での活動については、こまめな換気に努めること。 

 ・ 近距離での会話や大声での発声をできるだけ控えること。 

 イ 身体接触を伴う活動は行わないこと。 

 ウ 活動場所は、校内とすること。ただし、通常の活動場所として学校が管理している施

設については可とする。 

 エ 合宿、他校との交流（合同練習や対外試合等）は行わないこと。 

 オ 感染症防止対策が十分にとれない場合は、部活動の実施を見合わせること。 

※ イ及びエについては、段階的な対応を今後通知する。 

 

 【具体的な留意事項】 

１ 練習前の健康状態（検温、発熱等の風邪症状の有無等）を確認し、生徒に発熱等の風邪

症状が見られるときは、部活動の参加を見合わせ、自宅で休養するよう指導すること。 

２ 生徒の体力の状況等を確認しながら、段階的な練習計画を立てて実施すること。 

３ 1 回の活動時間は更衣、準備、片付け等を含めて 2 時間以内とすること。 

４ 唾液の飛沫による感染に注意すること。例えば、吹奏楽・合唱・演劇・郷土芸能では、

楽器等について適切な唾液の処理を行うこと。また、円形や向かい合っての発声練習等を

行わないこと。 

５ 器具や備品等の衛生管理を随時行うこと。例えば、放送では、マイクをその都度消毒す

ること。また、茶道では、作法や所作を中心に練習し、点てたお茶を他人に提供しないこ

と。 

６ 窓を閉めて行う書道のような活動においては、こまめに換気を行うとともに、生徒間の

間隔を十分にとること。 

７ 補食や水分補給の際には、他人との距離に配慮するとともに、タオル、コップ等の共用

を避けること。 

８ 生徒の健康・安全の確保のため、生徒だけに任せるのではなく、教師等が部活動の実施

状況を把握すること。 



県立学校における新型コロナウイルス感染症対策の対応について
（学校再開の対応について）

令和２年５月２１日

宮崎県教育委員会

今回の学校再開にあたっては、次のとおり対応します。

◎ 今後の対応

全ての県立学校における教育活動を５月２５日（月）から再開する。

教育活動については、「宮崎県立学校における新しい生活様式」の実践を通し

て、最大限に児童生徒等の「学びの保障」に努めること。

（１）学習指導等

① 教育課程の工夫等による授業時間の確保

臨時休業に伴い生じた学習の遅れに対応するため、授業時数の確保につとめるこ

と。その対応については、学校行事等の見直し、夏休みや冬休みといった長期休業

期間や土曜日を授業日に設定するなど、教育課程の工夫を行い時間の確保に努める

こと。また、教育課程を変更する際は、速やかに児童生徒及び保護者へ周知を図る

こと。

② 感染防止対策を講じても感染の可能性が高い学習活動への対応

再開後の学校の学習活動については「宮崎県立学校における新しい生活様式」に

おいて示している感染防止対策を講じた上で行うこと。その際、感染防止対策を講

じても感染の可能性が高い学習活動の実施については、教室等の環境や児童生徒等

の人数によっては、実施が制限される可能性もあることから、その場合は、各教科

等の指導計画や指導方法等の見直しを行い、必要な措置を講じること。

＜感染の可能性が高い学習活動例＞

○ 教科指導等における狭い空間や密閉状態での歌唱指導や身体の接触を伴う活動

○ 教科指導等における実習や実験

○ 教科指導等における児童生徒が組み合ったり接触したりする場面が多い運動

○ 児童生徒が密集して長時間活動する学習活動や学校行事

③ 今後の臨時休業における学習活動への備え

新型コロナウイルス感染症については、学校における感染症拡大のリスクがなく

なるものではなく、今後も社会全体が長期間にわたり、この新型コロナウイルス感

染症とともに生きていかなければならないという認識に立ちつつ、子供たちの健や

かな学びを保障することが必要となる。そのため、各学校においては、教育課程の

工夫・検討による今後の授業時数の確保とともに、今後の臨時休業における学習活

動のあり方についても検討し備えておくこと。

なお、ＩＣＴの活用による学びの保障については、新たに臨時休業となった場合

でも学びを継続できる体制を整えるために、現在、国の事業等を活用しながら、

学校ＩＣＴ環境の整備を進めているところである。整備等の詳細については、改め

て連絡するが、各学校ごとに、家庭や学校にあるあらゆる機器や環境を最大限に活

用した可能な対応について検討を進めること。



（２）学校・家庭での健康管理

○ 新型コロナウイルス感染予防については全職員で共通理解したうえで適切に対応す

ること。

○ 保護者等と連携した、検温及び健康観察シート等を活用した児童生徒等の健康管理

を行うこと。なお、登校前に確認できなかった児童生徒等については、保健室等での

検温及び風邪症状（発熱、鼻水、咳、倦怠感等）の健康観察を行うこと。

○ 保護者等に対して、下記の事項について周知すること。

・ 児童生徒等に風邪症状がある場合は、症状がなくなるまで自宅で休養させること。

その場合、欠席扱いにはならないこと。

・ 上記の症状以外でも、出席させることに不安がある場合は学校へ相談すること。

（３）部活動（別紙①②参照）

○ 感染防止策をとった上で再開できることとする。

（４）新たな感染が発生した場合

① 学校関係者（児童生徒等・教職員）に感染者が発生した場合

感染者の陽性が判明した日から陰性に転じる日までは出席停止等とする。臨時休

業については、福祉保健部局及び学校医等と相談の上、当該感染者の症状の有無や

地域における感染拡大の状況等を総合的に判断し、県教育委員会と校長で協議して

決定する。

② 感染者と濃厚接触のある学校関係者(児童生徒等・教職員)が発生した場合

感染者の陽性が判明した日から１４日間を目安に経過観察とし、出席停止等とす

る。

③ 学校関係者以外の感染者が発生した場合

本県において、感染者の急激な増加や感染経路が不明な感染者が増加した場合に

は、感染地域周辺の学校については臨時休業とする場合がある。

（５）その他

○ 学校再開にあたっては、令和２年５月１３日付け文部科学省初等中等教育局健康教

育・食育課事務連絡（別添写し）「新型コロナウイルス感染症に対応した小学校、中

学校、高等学校及び特別支援学校等における教育活動の再開等に関するＱ＆Ａの送付

について」及び令和２年５月１５日付け文部科学省初等中等教育局長通知（別添写し）

「新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた学校教育活動等の実施における「学び

の保障」の方向性について」を参照し、学校再開に係る留意事項等を確認の上、適宜

対応すること。

○ 上記の対応は令和２年５月２１日時点のものであり、今後の国の動向や県内の感染

状況等によっては、対応の変更の可能性もある。その際は、改めて連絡を行う。



（別紙①）

運動部活動の留意事項について

部活動における新型コロナウイルス感染を予防するため、以下の内容を、全部活動顧問

で共通理解したうえで適切に対応すること。

※ 令和２年５月１３日付け 文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課事務連絡

「新型コロナウイルス感染症に対応した小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等

における教育活動の再開等に関するＱ＆Ａ」の問４９から問５２を参照すること。

【令和２年５月２５日（月）から５月３１日（日）まで】

ア 活動は平日のみとし、少なくとも１日以上の休養日を設定すること。また、１回の活

動時間は更衣、準備、片付け等を含めて２時間以内とすること。

イ 活動場所は、校内とするが、通常の活動場所として学校が管理している施設について

は可とする。

ウ 身体接触を伴う活動は行わないこと。

エ 県内外の他校との交流（合同練習や対外試合、合宿等）は実施しないこと。

オ ３年生に配慮した活動等に関して、上記のアからエに係る相談がある場合には、高校

教育課に連絡すること。

【令和２年６月１日（月）以降】

ア 「宮崎県運動部活動の活動時間及び休養日設定等に関する方針」に沿って、平日は少

なくとも１日、土曜日及び日曜日は少なくとも１日以上の休養日を設定すること。また、

１日の活動時間は平日２時間程度、学校の休業日は３時間程度とすること。

イ 活動場所は県内であれば特に制限は行わない。ただし、移動を伴う場合は３つの条件

（換気の悪い密閉空間、多くの人が密集、近距離での会話や発声）が発生しないように

配慮すること。

ウ 身体接触を伴う活動は当面の間行わないこと。

※ スポーツ庁や各競技団体等の通知やガイドラインをもとに段階的な対応を今後通知

する予定である。

エ 県内外の他校との交流（合同練習や対外試合、合宿等）は当面の間実施しないこと。

※ 施設が限られる競技や人数不足により日頃から合同で練習している場合は、複数校

での活動ができるものとする。

※ ６月２０日（土）以降は宿泊の伴わない県内学校との交流（合同練習や対外試合）

は可とする方向で検討しており、６月上旬には、通知する予定である。



《具体的な留意事項》

１ ３つの条件が重ならないよう実施内容の方法を工夫すること。

・ 一度に大人数が集まって密集するような活動とならないよう配慮すること。

・ 屋内での活動については、こまめな換気に努めること。

・ 近距離での会話や大声での発声をできるだけ控えること。

２ 練習前の健康状態（検温、発熱等の風邪症状の有無等）を確認し、生徒に発熱等の風邪

症状が見られるときは、部活動の参加を見合わせ、自宅で休養するよう指導すること。

３ 一斉臨時休業期間において、運動不足となっている生徒もいると考えられるため、十分

な準備運動を行うとともに、身体に過度な負担のかかる運動を避けるなど、生徒の怪我防

止には十分に留意すること。

４ 部室等の利用にあたっては、短時間での利用としたり一斉に利用しないなどに留意する

ように指導すること。

５ 活動中は細めに生徒に手洗いや咳エチケットなどの基本的な感染症対策を徹底させるこ

と。また、マスクを携行し、場面に応じて、マスクを着用すること。

６ 部活動で使用する用具や物品の共用を出来るだけ避けること。共用を避けるのが難しい

ものについては、使用後手洗いをするように指導するとともに使用した用具や物品につい

ては消毒を行うこと。

７ 補食や水分補給の際には、他人との距離に配慮するとともに、タオル、コップ等の共用

を避けること。

８ 生徒の健康・安全の確保のため、生徒だけに任せるのではなく、教師等が部活動の実施

状況を把握すること。

９ 感染症防止対策が十分にとれない場合は、部活動の実施を見合わせること。

※ 県内外の感染状況によっては対応を見直すこともあり得る。



（別紙②）

文化部活動の留意事項について

部活動における新型コロナウイルス感染を予防するため、以下の内容を、全部活動顧問

で共通理解したうえで適切に対応すること。

※ 令和２年５月１３日付け 文部科学省初等中等教育局健康教育・食育課事務連絡

「新型コロナウイルス感染症に対応した小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等

における教育活動の再開等に関するＱ＆Ａ」の問４９から問５２を参照すること。

【令和２年５月２５日（月）から５月３１日（日）まで】

ア 活動は平日のみとし、少なくとも１日以上の休養日を設定すること。また、１回の活

動時間は更衣、準備、片付け等を含めて２時間以内とすること。

イ 活動場所は、校内とするが、通常の活動場所として学校が管理している施設について

は可とする。

ウ 身体接触を伴う活動は行わないこと。

エ 県内外の他校との交流（合同練習や対外試合、合宿等）は実施しないこと。

オ ３年生に配慮した活動等に関して、上記のアからエに係る相談がある場合には、高校

教育課に連絡すること。

【令和２年６月１日（月）以降】

ア 「宮崎県文化部活動の活動時間及び休養日設定等に関する方針」に沿って、平日は少

なくとも１日、土曜日及び日曜日は少なくとも１日以上の休養日を設定すること。また、

１日の活動時間は平日２時間程度、学校の休業日は３時間程度とすること。

イ 活動場所は県内であれば特に制限は行わない。ただし、移動を伴う場合は３つの条件

（換気の悪い密閉空間、多くの人が密集、近距離での会話や発声）が発生しないように

配慮すること。

ウ 身体接触を伴う活動は当面の間行わないこと。

※ 文化庁や文化部活動に関わる各分野の関係団体等の通知やガイドラインをもとに段

階的な対応を今後通知する予定である。

エ 県内外の他校との交流（合同練習や対外試合、合宿等）は当面の間実施しないこと。

※ 人数不足等により日頃から合同で練習している場合は、複数校での活動ができるも

のとする。

※ ６月２０日（土）以降は宿泊の伴わない県内学校との交流（合同練習や対外試合）

は可とする方向で検討しており、６月上旬には、通知する予定である。



《具体的な留意事項》

１ ３つの条件が重ならないよう実施内容の方法を工夫すること。

・ 一度に大人数が集まって密集するような活動とならないよう配慮すること。

・ 屋内での活動については、こまめな換気に努めること。

・ 近距離での会話や大声での発声をできるだけ控えること。

２ 練習前の健康状態（検温、発熱等の風邪症状の有無等）を確認し、生徒に発熱等の風邪

症状が見られるときは、部活動の参加を見合わせ、自宅で休養するよう指導すること。

３ 生徒の体力の状況等を確認しながら、段階的な練習計画を立てて実施すること。

４ 唾液の飛沫による感染に注意すること。例えば、吹奏楽・合唱・演劇・郷土芸能では、

楽器等について適切な唾液の処理を行うこと。また、円形や向かい合っての発声練習等を

行わないこと。

５ 器具や備品等の衛生管理を随時行うこと。例えば、放送では、マイクをその都度消毒す

ること。また、茶道では、作法や所作を中心に練習し、点てたお茶を他人に提供しないこ

と。

６ 窓を閉めて行う書道のような活動においては、こまめに換気を行うとともに、生徒間の

間隔を十分にとること。

７ 補食や水分補給の際には、他人との距離に配慮するとともに、タオル、コップ等の共用

を避けること。

８ 生徒の健康・安全の確保のため、生徒だけに任せるのではなく、教師等が部活動の実施

状況を把握すること。

９ 感染症防止対策が十分にとれない場合は、部活動の実施を見合わせること。

※ 県内外の感染状況によっては対応を見直すこともあり得る。



県立学校ＩＣＴ環境充実緊急整備事業○新

高校教育課

１ 事業の目的・背景

、 、県立学校において 新型コロナウイルス感染症拡大に伴う学校再開時の学びの保障や

臨時休業の長期化に備えることが可能となる。

２ 事業の概要

４９，７６７千円(1) 予 算 額

国庫支出金 ３，８６６千円(2) 財 源

一 般 財 源 ４５，９０１千円

令和２年度(3) 事業期間

(4) 事業内容

① オンライン教育等整備事業

ア オンライン教育提供のための通信機器等の整備 ５１校

学習動画作成や遠隔学習のためのカメラ整備

イ ＧＩＧＡスクールサポーター配置

教職員へのオンライン機器操作等の支援

ウ 各校のインターネット回線工事・接続費 ５１校

遅れた学びをＩＣＴ活用で補完、動画のアップロード

② タブレットＰＣ緊急整備事業

ア 高校生用タブレットＰＣ整備

遅れた学びの補完。必要があれば貸し出す。

３ 事業効果

全県立学校で、オンラインを活用した学び（遠隔教育）を提供できるようになる。



実習設備等緊急整備事業○新

高校教育課

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の影響により、校外での実習等ができないことを補完する

とともに、安全な実習環境に係る設備等の整備を実施する。

２ 事業の概要

３４，７９０千円(1) 予 算 額

全額一般財源(2) 財 源

令和２年度(3) 事業期間

(4) 事業内容

① 福祉科で行う喫緊の課題への対応

コロナウイルス感染症拡大により実施できなくなった施設実習を代替するために

必要な設備等の整備を行う。

対象高校：福祉科４校（門川、妻、日南振徳、小林秀峰）

○入浴実習室の整備（浴槽、温水器の整備）

○電動ベッド、車いす（リクライニング式含む）の整備

○介護実習代替指導に係る経費 ＤＶＤ購入費、外部講師報償費等

② 生活文化科で行う喫緊の課題への対応

休業期間が長引いたことにより、やむなく夏季に調理実習をしなければならない

学校に対し、食中毒防止の観点から、必要な備品等の整備を行う。

対象高校：生活文化科６校（延岡工業、富島、高鍋、宮崎農業、高城、飯野）

○空調設備、電気式殺菌庫、製氷機の整備

３ 事業効果

福祉科においては、介護福祉士国家試験受験資格を確実に取得する環境を整えること

が出来る。

生活文化科においては、安全な調理環境を整えることが出来る。


